











































































































































































































































































































































































































※１ 「BID（Business Improvement District）」とは、アメリカの州法の規定に基づく制度で主に商業・業務地域内において、指定されたエリアから行政の徴
税システムを活用して賦課金を徴収し、ＮＰＯであるＢＩＤの運営組織がその賦課金を活用して、指定エリア内の様々なマネジメント活動を行うもの。
この制度により、地域が主体となって、行政が通常行う範囲を超えるサービスを提供。
図5　エリアマネジメントの考え方における
ライブ・エンタテインメントの役割
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させることである。たとえば、新日比谷プロジェクト
の様に大手前・丸の内・有楽町を収斂させつつ融合し、
集積させていくなど、ライブエンタテインメント、コ
ンベンション & インキュベーション、ホテル、商業
施設、オフィスなど、都市機能としてパッケージング
される相乗効果を求めていくことである。そして、そ
のことにより、その高い集客力と収益力をもつ24時
間消費型都市として、観光産業だけでなく、新たな産
業や雇用を生み出すといった経済効果が大いに期待さ
れるであろう。
　東京、首都圏においては、ライブエンタテインメ
ント創造の場であるイベント会場のフル稼働状態や
2016年問題の対象期間の間、会場稼働が枯渇し、充
分なる生活者ニーズを潤せない期間が到来しているこ
とも述べてきた。
　その中で、これから考えられなければならないの
は、この枯渇した数年を近視眼的にみるのではなく、
2020年以降も見据えたライブエンタテインメント集
積都市の創造である。ライブエンタテインメント施設
と共存できる集積エリアは、世界標準かつ日本らしさ、
その地域らしさを大切にした継続的なエリアマネジメ
ント活動によって築かれていくものである。それは、
日本のその地域それぞれの生活者の真のニーズに合っ
た‘コト’をしっかり捉えることになり、いわゆる中
期的かつ恒久的に拡充されることが可能な価値創造基
盤が活性化することに繋がるのである。
　2020東京オリンピック・パラリンピック開催の準
備において、IOC からも日本独自の文化カルチャー
を有した多数のプログラムの、東京、首都圏内での実
施を要請されている。既存のコンサート、歌舞伎など
に限らず、アニメ、特撮ものなど新しいショーケース
が、今ある既存の施設や2019年までに竣工予定のイ
ベント会場で展開されていく。このことが、2020年
以降にも必ずつながっていく‘コト’のレガシーであ
るとも言える。これはまさに、首都圏、東京の各エリ
アの街並やヒト・モノ・コトから発信される日本独自
のレガシーな‘コト’の文化のみならず、‘内省的な日
本人の価値感’が世界中に恒久的に発信される千載一
遇のチャンスである。
　2020東京オリンピック・パラリンピックを機に、
生活都市東京は、より国際都市としての期待感を増し
ていくだろう。今後、海外からの観光客のみならず、
日本に住む外国人も増えていく中で、触れ合う日本人
の文化や価値感を共有し、相互理解し合っていくこと
がより大切になってくる。その為にも、富士山や神社
仏閣だけでない、今の日本人の‘コト’を熱狂させて
いるライブエンタテインメントこそが、新しい日本の
付加価値の創造を駆り立てるものであろう。その‘コ
ト’の発進力になるエンタテインメント施設はこれか
らの生活都市東京の街づくりの‘スター’であるとい
う認識の元、エンタテインメント集積構想実現の道筋
を探っていきたい。
図６　エンタテインメント集積都市創造のイメージ
　ライブ・エンタテインメント調査委員会「2016 ライブ・エンタテインメント白書」（ぴあ総合研究所）
　小林重敬「エリアマネジメント　地域組織による計画と管理運営」（学芸出版社）
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